
JP 6391361 B2 2018.9.19

10

20

(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　電子機器であって、
　前記電子機器の本体に対して第１回動軸で回動するように、前記電子機器の本体に取り
付けられる第１ヒンジ部材と、
　前記第１ヒンジ部材に対して第２回動軸で回動するように、前記第１ヒンジ部材に取り
付けられる第２ヒンジ部材と、
　前記第２ヒンジ部材に取り付けられる表示ユニットと、
　前記電子機器の本体に設けられる第１係止部と、
　前記第１ヒンジ部材に設けられる第２係止部と、
　前記第２ヒンジ部材に設けられる第１被係止部と、
　前記第２ヒンジ部材に設けられる第２被係止部と、を具備し、
　前記第１回動軸は前記第１ヒンジ部材の一方側に配置され、前記第２回動軸は前記第１
ヒンジ部材の他方側に配置され、
　前記表示ユニットが前記電子機器の本体に対して収納される収納状態となるとき、前記
電子機器の本体、前記第１ヒンジ部材、前記第２ヒンジ部材および表示ユニットが互いに
重なり合って、前記第１係止部が前記第１被係止部を係止し、前記第２係止部が前記第２
被係止部を係止し、
　前記収納状態から前記表示ユニットを前記第２回動軸で回動させることなく、前記表示
ユニットを前記第１回動軸で回動させると、前記第２係止部が前記第２被係止部を係止し
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たまま、前記第１係止部と前記第１被係止部との係止が解除され、
　前記収納状態から前記表示ユニットを前記第２回動軸で回動させると、前記第１係止部
と前記第１被係止部との係止が解除され、前記第２係止部と前記第２被係止部との係止が
解除されることを特徴とする電子機器。
【請求項２】
　請求項１に記載の電子機器であって、
　前記第１被係止部に設けられた前記第２ヒンジ部材の部分の反対側に前記第２被係止部
が設けられ、
　前記表示ユニットが前記収納状態となるとき、前記第１被係止部および前記第２被係止
部は、前記第１係止部と前記第２係止部との間に配置されることを特徴とする電子機器。
【請求項３】
　請求項１又は２に記載の電子機器であって、
　前記第２ヒンジ部材は、前記表示ユニットを保持するホルダを有し、前記第１被係止部
および前記第２被係止部は、前記ホルダに設けられていることを特徴とする電子機器。
【請求項４】
　請求項３に記載の電子機器であって、
　前記ホルダは、前記第２ヒンジ部材にスライド移動可能に取り付けられていることを特
徴とする電子機器。
【請求項５】
　請求項１乃至４のいずれか一項に記載の電子機器であって、
　前記第１ヒンジ部材は、カバーを有し、前記第２係止部は、前記カバーに設けられてい
ることを特徴とする電子機器。
【請求項６】
　請求項５に記載の電子機器であって、
　前記電子機器の本体と前記表示ユニットとを電気的に接続するフレキシブル基板を有し
、前記カバーは、前記フレキシブル基板を保護することを特徴とする電子機器。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、例えばデジタルカメラやデジタルビデオカメラ等の電子機器に関し、特に機
器本体に対してヒンジ機構を介して表示ユニットが回動可能に支持される電子機器に関す
る。
【背景技術】
【０００２】
　デジタルカメラ等の電子機器では、機器本体に第１回動軸を介して第１ヒンジ部を回動
可能に連結し、第１ヒンジ部に表示ユニットを保持する第２ヒンジ部を第２回動軸を介し
て回動可能に連結するヒンジ機構を備えるものが提案されている（特許文献１）。この提
案では、機器本体に対して、表示ユニットを第１の回動軸及び／又は第２の回動軸を介し
て適宜回動操作することで、ローアングル撮影、ハイアングル撮影又は自分撮り撮影に適
した位置に表示ユニットの表示画面を向けることができる。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００３】
【特許文献１】特許第３６８７１６３号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００４】
　しかし、上記特許文献１では、表示ユニットを第１の回動軸を介して回動操作して撮影
を行っている際に、不用意に第１ヒンジ部と表示ユニットとの間に撮影者の指等が入って
しまった場合、表示ユニットが第２の回動軸を介して回動してしまう可能性がある。この
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場合、表示画面の向きが変動するため、撮影者は撮影中に表示ユニットの回動角度を修正
する必要が生じ、使い勝手が悪い。
【０００５】
　そこで、本発明は、機器本体に対して２つの回動軸を有するヒンジ機構を介して表示ユ
ニットが回動可能に支持される電子機器において、撮影中に表示ユニットの表示画面の向
きが不用意に変動しないようにする仕組みを提供することを目的とする。
【課題を解決するための手段】
【０００６】
　上記目的を達成するために、本発明は、電子機器であって、前記電子機器の本体に対し
て第１回動軸で回動するように、前記電子機器の本体に取り付けられる第１ヒンジ部材と
、前記第１ヒンジ部材に対して第２回動軸で回動するように、前記第１ヒンジ部材に取り
付けられる第２ヒンジ部材と、前記第２ヒンジ部材に取り付けられる表示ユニットと、前
記電子機器の本体に設けられる第１係止部と、前記第１ヒンジ部材に設けられる第２係止
部と、前記第２ヒンジ部材に設けられる第１被係止部と、前記第２ヒンジ部材に設けられ
る第２被係止部と、を具備し、前記第１回動軸は前記第１ヒンジ部材の一方側に配置され
、前記第２回動軸は前記第１ヒンジ部材の他方側に配置され、前記表示ユニットが前記電
子機器の本体に対して収納される収納状態となるとき、前記電子機器の本体、前記第１ヒ
ンジ部材、前記第２ヒンジ部材および表示ユニットが互いに重なり合って、前記第１係止
部が前記第１被係止部を係止し、前記第２係止部が前記第２被係止部を係止し、前記収納
状態から前記表示ユニットを前記第２回動軸で回動させることなく、前記表示ユニットを
前記第１回動軸で回動させると、前記第２係止部が前記第２被係止部を係止したまま、前
記第１係止部と前記第１被係止部との係止が解除され、前記収納状態から前記表示ユニッ
トを前記第２回動軸で回動させると、前記第１係止部と前記第１被係止部との係止が解除
され、前記第２係止部と前記第２被係止部との係止が解除されることを特徴とする。
【発明の効果】
【０００７】
　本発明によれば、機器本体に対して２つの回動軸を有するヒンジ機構を介して表示ユニ
ットが回動可能に支持される電子機器において、撮影中に表示ユニットの表示画面の向き
が不用意に変動しないようにすることが可能となる。
【図面の簡単な説明】
【０００８】
【図１】本発明の電子機器の実施形態の一例であるデジタルカメラを背面側から見た斜視
図である。
【図２】図１（ａ）に示すデジタルカメラの概略側面図である。
【図３】図１（ａ）に示すデジタルカメラの表示ユニットの表示パネルを取り外した状態
をカメラ本体の背面側から見た図である。
【図４】（ａ）はカメラ本体に対して表示ユニットが閉じた状態をカメラ本体の背面側か
ら見た図、（ｂ）はカメラ本体に対して表示ユニットが閉じ状態から第２ヒンジ部ととも
に回動した状態をカメラ本体の背面側から見た図である。
【図５】（ａ）は図４（ａ）のＤ－Ｄ線断面図、（ｂ）は（ａ）のＤ１部の拡大図、（ｃ
）は図４（ａ）のＢ－Ｂ線断面図、（ｄ）は（ｃ）のＢ１部の拡大図である。
【図６】（ａ）は図４（ｂ）のＥ－Ｅ線断面図、（ｂ）は（ａ）のＥ１部の拡大図、（ｃ
）は図４（ｂ）のＦ－Ｆ線断面図、（ｄ）は（ｃ）のＦ１部の拡大図である。
【図７】（ａ）は表示ユニットが閉じ状態から下方へスライド移動して略６°回動した状
態をカメラ本体の背面側から見た図、（ｂ）は表示ユニットが閉じ状態から下方へスライ
ド移動して略１８０°回動した状態をカメラ本体の背面側から見た図である。
【図８】（ａ）は図７（ａ）のＨ－Ｈ線断面図、（ｂ）は（ａ）のＨ１部の拡大図、（ｃ
）は図７（ａ）のＧ－Ｇ線断面図、（ｄ）は（ｃ）のＧ１部の拡大図である。
【図９】（ａ）は図７（ｂ）のＬ－Ｌ線断面図、（ｂ）は（ａ）のＬ１部の拡大図である
。
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【図１０】（ａ）は、表示ユニットが閉じ状態から第１ヒンジ部及び第２ヒンジ部ととも
に略８°回動した状態をカメラ本体の背面側から見た図である。（ｂ）は、表示ユニット
が閉じ状態から第１ヒンジ部及び第２ヒンジ部とともに略４５°回動した状態をカメラ本
体の背面側から見た図である。
【図１１】（ａ）は図１０（ａ）のＡ－Ａ線断面図、（ｂ）は（ａ）のＹ１部の拡大図で
ある。（ｃ）は図１０（ｂ）のＪ－Ｊ線断面図、（ｄ）は（ｃ）のＪ１部の拡大図である
。
【図１２】ハイアングル撮影中に撮影者の指が表示ユニットとカメラ本体との間に入り込
んだ状態をカメラ本体の背面側から見た斜視図である。
【図１３】ハイアングル撮影中に表示ユニットの表示画面の向きが変動した状態をカメラ
本体の背面側から見た斜視図である。
【発明を実施するための形態】
【０００９】
　以下、図面を参照して、本発明の実施形態の一例を説明する。
【００１０】
　図１は、本発明の電子機器の実施形態の一例であるデジタルカメラを背面側から見た斜
視図である。
【００１１】
　本実施形態のデジタルカメラは、図１に示すように、カメラ本体１の正面側にレンズ鏡
筒３が設けられ、カメラ本体１の背面側には、表示ユニット２が後述するヒンジ機構２０
を介して開閉方向に回動可能に支持されている。カメラ本体１は、本発明の機器本体の一
例に相当する。
【００１２】
　図１（ａ）は、カメラ本体１に対して表示ユニット２が閉じた状態であり、カメラ本体
１の背面と表示ユニット２とが互いに平行配置されている。また、表示ユニット２の閉じ
状態では、表示ユニット２の表示画面を形成する表示パネル４は、背面側を向いている。
【００１３】
　図１（ｂ）は、図１（ａ）の状態から表示ユニット２を後述するヒンジ機構２０の回動
軸１Ａ（図２参照）を介して略４５°回動操作した状態を示す斜視図である。図１（ｂ）
の状態では、主にカメラ本体１を目線より高い位置に持ち上げて撮影するハイアングル撮
影に適した位置に表示ユニット２が配置される。
【００１４】
　図１（ｃ）は、図１（ａ）の状態から表示ユニット２を後述するヒンジ機構２０の回動
軸１Ｂ（図２参照）を介して略１８０°回動操作して表示パネル４をカメラ本体１の上方
で被写体側に向けて配置した状態を示す斜視図である。図１（ｃ）の状態では、主に自分
撮り撮影に適した位置に表示ユニット２が配置される。
【００１５】
　図２は、図１（ａ）に示すデジタルカメラの概略側面図である。図２に示すように、ヒ
ンジ機構２０は、カメラ本体１の背面下辺側に回動軸１Ａを介して回動操作可能に支持さ
れる第１ヒンジ部２１と、第１ヒンジ部２１に対して回動軸１Ａと平行な回動軸１Ｂを介
して回動操作可能に支持される第２ヒンジ部２２とを有する。回動軸１Ａは、本発明の第
１回動軸の一例に相当し、回動軸１Ｂは、本発明の第２回動軸の一例に相当する。
【００１６】
　図２に示す表示ユニット２の閉じ状態では、第１ヒンジ部２１は、カメラ本体１の背面
と略平行配置され、第２ヒンジ部２２は、カメラ本体１との間に第１ヒンジ部２１を挟む
位置で第１ヒンジ部２１と略平行配置される。即ち、表示ユニット２がカメラ本体１に収
納された状態では、カメラ本体１と、第１ヒンジ部２１と、第２ヒンジ部２２と、表示ユ
ニット２は、互いに重なりあう。また、回動軸１Ｂは、カメラ本体１の背面上辺側で回動
軸１Ａと略平行に配置される。そして、表示ユニット２は、第２ヒンジ部２２の第１ヒン
ジ部２１を向く面の反対側の面に対して図の上下方向にスライド移動可能に保持される。



(5) JP 6391361 B2 2018.9.19

10

20

30

40

50

【００１７】
　回動軸１Ａは、第１ヒンジ部２１を図２の状態から略４５°の角度範囲で所定の摺動ト
ルクを有した状態で回動可能に支持する。第１ヒンジ部２１を回動軸１Ａを中心に略４５
°回動させると、第２ヒンジ部２２及び表示ユニット２も第１ヒンジ部２１と一体に回動
し、これにより、ハイアングル撮影に適した位置に表示ユニット２の表示画面を向けるこ
とが可能となる。
【００１８】
　また、回動軸１Ｂは、表示ユニット２及び第２ヒンジ部２２を図２の状態から略１８０
°の角度範囲で所定の摺動トルクを有した状態で回動可能に支持する。表示ユニット２及
び第２ヒンジ部２２を図２の状態から略１８０°回動させることにより、自分撮り撮影に
適した位置に表示ユニット２の表示画面を向けることが可能となる。
【００１９】
　ここで、表示ユニット２は、第２ヒンジ部２２に対してスライド移動可能に保持されて
いる。このため、回動軸１Ｂを介して表示ユニット２を回動させる際に、表示ユニット２
を第２ヒンジ部２２に対して下方へスライド移動させることで、１８０°回動後のカメラ
本体１の上面部からの表示画面の突出高さを高くすることが可能となる。これにより、表
示ユニット２の表示画面を被写体側から見たときに、カメラ本体１の上面部によりケラれ
ることなく、広い表示範囲を視認できるようになっている。
【００２０】
　図３は、図１（ａ）に示すデジタルカメラの表示ユニット２の表示パネル４を取り外し
た状態をカメラ本体１の背面側から見た図である。図３に示すように、表示ユニット２の
第２ヒンジ部２２側には、表示ユニット２を図の上下方向にスライド移動可能に保持する
スライドプレート６が設けられ、スライドプレート６は、付勢バネ７により図の下方に付
勢されている。即ち、表示ユニット２は、閉じ状態においては、付勢バネ７によりカメラ
本体１に対して下方へ付勢されている。
【００２１】
　次に、図４乃至図９を参照して、カメラ本体１に対するヒンジ機構２０を介した表示ユ
ニット２の回動動作について説明する。
【００２２】
　図４（ａ）は、カメラ本体１に対して表示ユニット２が閉じた状態をカメラ本体１の背
面側から見た図である。図５（ａ）は図４（ａ）のＤ－Ｄ線断面図、図５（ｂ）は図５（
ａ）のＤ１部の拡大図である。図５（ｃ）は図４（ａ）のＢ－Ｂ線断面図、図５（ｄ）は
図５（ｃ）のＢ１部の拡大図である。
【００２３】
　図５（ａ）及び図５（ｂ）に示すように、カメラ本体１の背面部には、係止爪８が回動
可能に保持され、係止爪８は、付勢バネ９により図の反時計回り方向へ付勢されている。
また、第２ヒンジ部２２は、表示パネル４を保持するホルダ１０を有し、ホルダ１０は、
第２ヒンジ部２２にスライド移動可能に取り付けられている。ホルダ１０には、表示ユニ
ット２の閉じ状態で係止爪８が係止される係止部１０ａが設けられている。また、係止部
１０ａの図の下側には、係止部１０ｂが設けられている。
【００２４】
　係止部１０ｂには、第１ヒンジ部２１に設けられた、後述するＦＰＣ（フレキシブルプ
リント基板）１３（図９（ｂ）参照）を保護する保護カバー１２の凸形状部１２ａが係止
される。よって、表示ユニット２は、回動軸１Ｂにより回動可能に保持されているが、係
止爪８と係止部１０ａとの係止、及び凸形状部１２ａと係止部１０ｂとの係止が解除され
ない限り回動できないようになっている。ここで、係止爪８と係止部１０ａとは、本発明
の第１係止部及び第１被係止部の一例に相当し、凸形状部１２ａと係止部１０ｂとは、本
発明の第２係止部及び第２被係止部の一例に相当する。
【００２５】
　図５（ｃ）及び図５（ｄ）に示すように、表示ユニット２の両側の短辺部には、それぞ
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れ当接部５ａが形成され、当接部５ａの下面は、第１ヒンジ部２１の側面カバー１１に設
けられた受け部１１ａに受け止められる。従って、表示ユニット２は、付勢バネ７により
下方に付勢されているが、当接部５ａの下面が受け部１１ａに受け止められることで、所
定の位置で停止している。
【００２６】
　図４（ｂ）は、カメラ本体１に対して表示ユニット２が閉じ状態から回動軸１Ｂを介し
て第２ヒンジ部２２とともに略２°回動操作した状態をカメラ本体１の背面側から見た図
である。図６（ａ）は図４（ｂ）のＥ－Ｅ線断面図、図６（ｂ）は図６（ａ）のＥ１部の
拡大図である。図６（ｃ）は図４（ｂ）のＦ－Ｆ線断面図、図６（ｄ）は図６（ｃ）のＦ
１部の拡大図である。
【００２７】
　図６（ａ）及び図６（ｂ）に示すように、表示ユニット２が第２ヒンジ部２２とともに
回動軸１Ｂを介して略２°回動操作すると、係止爪８が付勢バネ９の付勢力に抗して図の
時計回り方向へ回動し、係止爪８と係止部１０ａとの係止が解除される。また、同様に、
凸形状部１２ａと係止部１０ｂとは、互いに弾性変形することで、係止が解除される。よ
って、表示ユニット２を閉じ状態から回動軸１Ｂを中心に回動させるためには、所定の初
動トルクが必要となり、撮影者が不用意に表示ユニット２を回動させてしまうのを防止す
ることができる。
【００２８】
　そして、表示ユニット２を閉じ状態から回動軸１Ｂを中心に２°回動操作することで、
図６（ｃ）及び図６（ｄ）に示すように、当接部５ａが受け部１１ａから退避し、これに
より、表示ユニット２は、付勢バネ７の付勢力により下方へスライド移動する。
【００２９】
　図７（ａ）は、表示ユニット２が閉じ状態から下方へ７．７ｍｍスライド移動して、回
動軸１Ｂを中心に略６°回動操作した状態をカメラ本体１の背面側から見た図である。図
８（ａ）は図７（ａ）のＨ－Ｈ線断面図、図８（ｂ）は図８（ａ）のＨ１部の拡大図であ
る。図８（ｃ）は図７（ａ）のＧ－Ｇ線断面図、図８（ｄ）は図８（ｃ）のＧ１部の拡大
図である。
【００３０】
　図８（ａ）及び図８（ｂ）に示すように、表示ユニット２は、閉じ状態から回動軸１Ｂ
を中心に２°回動した以降は、係止爪８や凸形状部１２ａの係止状態は解除され、回動軸
１Ｂに設けられた不図示のトルクワッシャによる所定トルクによって回動可能となる。
【００３１】
　また、図８（ｃ）及び図８（ｄ）に示すように、表示ユニット２は、下方へスライド移
動する際、当接部５ａに設けられた傾斜面が受け部１１ａを摺動する。このため、表示ユ
ニット２は、下方にスライド移動しながら徐々に回動軸１Ｂを中心とした回動角も増え、
スライド移動後、略６°まで回動した状態となる。その後、表示ユニット２は、図７（ｂ
）及び図９に示すように、回動軸１Ｂを中心に１８０°まで回動し、不図示の回動規制部
によりそれ以上の回動が規制される。
【００３２】
　図７（ｂ）は、表示ユニット２が閉じ状態から下方へ７．７ｍｍスライド移動して、回
動軸１Ｂを中心に略１８０°回動操作した状態をカメラ本体１の背面側から見た図である
。図９（ａ）は図７（ｂ）のＬ－Ｌ線断面図、図９（ｂ）は図９（ａ）のＬ１部の拡大図
である。
【００３３】
　図７（ｂ）及び図９において、ＦＰＣ１３は、カメラ本体１と表示ユニット２とを電気
的に接続する。ＦＰＣ１３には、表示パネル４に必要な電気信号を供給するための信号配
線が形成され、厚みが約０．１ｍｍ程度である。このため、使用者が誤ってＦＰＣ１３を
切断することのないように、ＦＰＣ１３は、保護カバー１２により保護されている。
【００３４】
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　ところで、本実施形態では、表示パネル４として液晶パネルを用いているが、液晶パネ
ルは、裏面から部分的に加圧されると、光学シートの歪み等が発生して表示が乱れやすい
という性質がある。
【００３５】
　そこで、本実施形態では、図５（ｂ）に示すように、第２ヒンジ部２２のホルダ１０の
係止部１０ｂが弾性変形した際に、表示パネル４の裏面に力が伝わらないように、ホルダ
１０と表示パネル４の間に隙間１４を設けている。この隙間は、０．４ｍｍ程度に設定し
ている。
【００３６】
　図１０乃至図１３を参照して、表示ユニット２が閉じ状態からハイアングル撮影状態へ
回動する動作を説明する。
【００３７】
　図１０（ａ）は、表示ユニット２が閉じ状態から回動軸１Ａを中心に第１ヒンジ部２１
及び第２ヒンジ部２２とともに略８°回動操作した状態をカメラ本体１の背面側から見た
図である。図１１（ａ）は図１０（ａ）のＡ－Ａ線断面図、図１１（ｂ）は図１１（ａ）
のＹ１部の拡大図である。図１０（ｂ）は、表示ユニット２が閉じ状態から回動軸１Ａを
中心に第１ヒンジ部２１及び第２ヒンジ部２２とともに略４５°回動操作した状態をカメ
ラ本体１の背面側から見た図である。図１１（ｃ）は図１０（ｂ）のＪ－Ｊ線断面図、図
１１（ｄ）は図１１（ｃ）のＪ１部の拡大図である。
【００３８】
　図１０及び図１１に示すように、表示ユニット２を閉じ状態から回動軸１Ａを中心に徐
々に回動させると、第２ヒンジ部２２のホルダ１０に設けられた係止部１０ａが係止爪８
を付勢バネ９の付勢力に抗して押し上げて図１１（ｂ）の時計回り方向に回動させる。な
お、表示ユニット２の閉じ状態では、付勢バネ９の付勢力により係止爪８と係止部１０ａ
と係止状態が維持されているため、表示ユニット２が不用意に回動軸１Ａを中心に回動す
るのを防止することができる。
【００３９】
　そして、図１１に示すように、表示ユニット２が回動軸１Ａを中心に第１ヒンジ部２１
及び第２ヒンジ部２２とともに略８°回動すると、係止爪８と係止部１０ａとの係止が解
除される。このとき、表示ユニット２は、回動軸１Ａに設けられた不図示のトルクワッシ
ャによる所定トルクによって回動可能となる。以降、表示ユニット２は、回動軸１Ａを中
心に第１ヒンジ部２１及び第２ヒンジ部２２とともに略４５°回動し、不図示の回転規制
部によりそれ以上の回動が規制されて、ハイアングル撮影に適した状態となる。
【００４０】
　ここで、表示ユニット２が閉じ状態からハイアングル撮影状態まで回動する間は、図１
１（ｂ）及び図１１（ｄ）に示すように、第２ヒンジ部２２側の係止部１０ｂと第１ヒン
ジ部２１側の凸形状部１２ａとの係止状態は維持されている。このため、ハイアングル撮
影状態において、表示ユニット２が回動軸１Ｂを中心に第２ヒンジ部２２とともに回動す
ることが規制される。
【００４１】
　以上説明したように、本実施形態では、ハイアングル撮影時に、表示ユニット２が回動
軸１Ｂを介して第２ヒンジ部２２とともに回動することが規制されている。このため、図
１２に示すように、ハイアングル撮影時に撮影者の指が表示ユニット２とカメラ本体１と
の間に入り込んで表示ユニット２を裏面から押し、その結果、図１３に示すように、表示
ユニット２の表示画面の向きが変動するのを回避することができる。また、ハイアングル
撮影時に表示ユニット２の回動軸１Ｂを介した回動が規制されているので、当接部５ａと
受け部１１ａとの当接状態も維持される。このため、ハイアングル撮影中に表示ユニット
２が付勢バネ７の付勢力により不用意に下方へスライド移動するのを回避することができ
る。これにより、ハイアングル撮影中に表示ユニット２の表示画面の向きが不用意に変動
しないようにすることが可能となる。
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【００４２】
　なお、本発明の構成は、上記実施形態に例示したものに限定されるものではなく、材質
、形状、寸法、形態、数、配置箇所等は、本発明の要旨を逸脱しない範囲において適宜変
更可能である。
【符号の説明】
【００４３】
１　カメラ本体
１Ａ，１Ｂ　回動軸
２　表示ユニット
４　表示パネル
７　付勢バネ
８　係止爪
９　付勢バネ
１０ａ　係止部
１０ｂ　係止部
１２ａ　凸形状部
２１　第１ヒンジ部
２２　第２ヒンジ部

【図１】 【図２】
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【図５】

【図６】

【図７】 【図８】
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【図１１】

【図１２】

【図１３】
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